
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）

（その他）

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

     ３　｢参考値｣は、国家公務員の時限的な(2年間)給与改定特例法による措置がないとした場合の値である。

286,737千円

区　　分

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ

24年度

職員数区　　分

　　　　　　Ａ

79人

給　 料 職員手当

　　　　　　　3,182,832千円　　　　　156,960千円

　　計　　Ｂ 給与費 B/A

別紙３

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（24年度末）

　　　　　672,582千円

長瀞町の給与・定員管理等について

（参考）

Ｂ／Ａ 23年度の人件費率

21.1%

人 件 費

7,673人　 20.2%

（参考）類似団体平均一人当たり

人 件 費 率実 質 収 支

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

417,926千円 5,290千円24年度 30,184千円 101,005千円 5,537千円

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

国と同等の給与水準抑制済

抑制済又は減額措置の内容

（給料）【H25.4.1ラスパイレス指数・参考値、減額時点のラスパイレス指数についても併せて記載】

（手当）

(H20.4.1) 

88.0  

(H20.4.1) 

93.0  

(H20.4.1) 

94.2  

(H25.4.1) 

99.0  

(H25.4.1) 

102.3  

(H25.4.1) 

103.2  

(H25.7.1) 

99.0  

(H25.7.1) 

101.3  

(H25.7.1) 

101.4  

80.0  

85.0  

90.0  

95.0  

100.0  

105.0  

長瀞町 類似団体平均 全国町村平均 

（例） 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（25年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

３　国家公務員欄における｢平均給料月額｣及び「平均給与月額」（国比較ベース）の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない

　とした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（25年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

※　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（25年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※「―」は対象者がいない。

363,100

316,800

―

経験年数２５年 経験年数３０年

385,200

354,800

269,600―

経験年数１０年

―

305,600

238,200

経験年数２０年

275,600

222,000

　　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等おを除いたもの）で算出している。

※経験年数10年は10年～15年未満、経験年数20年は20年～25年未満、経験年数25年は25年～30年未満、経験年数30年は35年～35年未満の平均である。

民間
（D)

   期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

長瀞町 4,099,400円 －

※民間データーは、賃金構造基本統計調査において公表されているデーターを使用している（平成20年～平成22年の3か年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

(注）　1　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

－

　（その他、数値のない欄についてはすべて「ハイフン（－）」としている。）

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を

　　　　　　合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものである。

区　　　　　分

高　校　卒

144,500

－

6人

うち
調理員

大　学　卒

293,088円

一般行政職

※個人情報保護の観点から、対象となる職員が1人又は2人の場合は、当該箇所を「アスタリスク（*）」としている。

－

－－

－

一般行政職

区　　　　分

うち
用務員

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
（C)

49.9歳

416

307506(323,181)円

－

－

389,745

309,534(325,400)

2人

255,550円

* 259,000円

2人

272,119(286,850)円

3,493,100円

46.1

43.5

平均給与月額
（国比較ベース)

250,675円

平均給料月額 平均給与月額

344,018

312,396

4人

類似団体

140,100

*

*

区　　分

平均給与月額
（A)

埼玉県

参　　考

338,428

平均給与月額
（B)

－282,229円

－－

－

C/D

長瀞町

大　学　卒

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデーターは、それぞれ平均給与月額を12倍にしたものに、公務員においては前年度に支給された

163,987（172,200）

－4,093,600円

4,100,400円 －

－

43.0歳

133,418（140,100）

A/B

国埼玉県

178,800

平均年齢

－

長瀞町

394,552円

258,675円

*

－

国

－

調理士

* *

－

271,309円

43.1 307,220(332,446)

42.8

356,607円 411,780円

49.3歳

52.9歳

53.5歳

技能労務職 高　校　卒

長瀞町

うち
用務員

国

平均給与月額

（国比較ベース）

－

346,187

平 均 年 齢

区分
対応する民間
の類似職種

352,784

431,835

354,333

公　　務　　員

319,570

平均給料月額平均年齢 職員数

民　　間

53.2歳

－

－埼玉県

類似団体

区分

うち
調理員

161,600

高　校　卒

－

－

－

－

53.9歳

－

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（25年4月1日現在）

  

（2) 昇給への勤務状況の反映状況

1.5

(注）平成１８年に７級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級をそれぞれ統合）

135,6007

12.1

19.7

1

人

主　任　

主　査　・　主席主任
32

人

％

２　　級

職員数

48.5

１　　級
人

５　　級

（注）１　長瀞町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

人

8号給以上

主　幹

構成比区　　分 標準的な職務内容

4号給

3号給以下

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

％

7.6

10.6

％

243,700

13

％人

8

　３　勤務成績が良好とみとめられない職員

　勤務評定は年2回実施しています。昇給への反映は、次の通りです。

　１　勤務成績が特に良好な職員
　２　勤務成績が良好な職員

5

４　　級

人
参　事

％

課　長

３　　級

６　　級
％

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

円 円
主　事

円 円

185,800 309,200

円 円

222,900 356,400

円 円

261,900 390,100

円 円

289,200 402,500

円 円

320,600 424,600

１級 

10.6% 

１級 

7.3% 

１級 

1.5% 

２級 

7.6% 
２級 

8.7% 
２級 

23% 

３級 

48.5% 
３級 

50.7% 

３級 

40.8% 

４級 

19.7% 

４級 

20.3% 
４級 

19.7% 

５級 

12.1% 

５級 

11.6% 
５級 

12.7% 

６級 

1.5% 
６級 

1.4% 

６級 

2.8% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比（平成20年） 
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　4～10％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（25年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

（25年4月1日現在）

千円

 (4) 特殊勤務手当（25年4月1日現在）

千円

　円

　％

2.6 2.6

定年前早期退職特例措置2～20％加算

－

0.651.45 1.45

0.0

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

１人当たり平均支給額（24年度）

55.86

定年前早期退職特例措置2～20％加算

55.86

―

0

0

0

38.955

47.5

0.65

1.35

１００分の７７．５

１００分の７２．５

勤勉手当への反映は、次の通りです。

（１）　基準日以前6箇月以内の期間（以下「評定期間」という。）における勤務成績が特に優秀な職員

（２）　評定期間における勤務成績が優秀な職員（（１）に該当する職員を除く。）

・役職加算　5～20%　・管理職加算　15～25%

0.651.45

55.86

33.50 32.8

支給実績（24年度決算）

46.659.28

41.34

0

2.6

（注）　退職者少数のため平均支給額未記入

－

手当の種類（手当数）

１００分の６２．５

１００分の５７．５

59.28 59.28

30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

支給実績
（２４年度決算）

手当の名称

長　　　瀞　　　町

1.35

（５）　評定期間における勤務成績が劣っている職員

1,644

国長　　　　瀞　　　　町

（３）　評定期間における勤務成績が良好な職員（（１）及び（２）に該当する職員を除く。）

（４）　評定期間における勤務成績がやや劣っている職員

１００分の６７．５

国

１人当たり平均支給額（24年度）

28.7875

支給実績（24年度決算）

23.5

1,322

23.0

・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

1.35

埼　　　玉　　　県

主な支給対象職員 主な支給対象業務

千円

千円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（25年4月1日現在）

（24年度決算）

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

同

平均支給年額

支給額等 10,732千円 397,465円

①交通機関（鉄道等）利用者→運賃額に応じて
月額最高55,000円まで支給
（ただし、鉄道利用者については、6箇月定期
券の額に基づいて一括支給）

②交通用具（自家用自動車等→通勤距離に応
じて月額支給

　片道2km～5km　　　　　　 　   2,000円
　片道5km～10km　　　　　    　4,100円
　片道10km～15km　　　　    　 6,500円
　片道15km～20km　　　　　     8,900円
　片道20km～25km　　　　　   11,300円
　片道25km～30km　　　　　   13,700円
　片道30km～35km　　　　     16,100円
　片道35km～40km              18,500円
　片道40km～45km       　     20,900円
　片道45km～50km              21,800円
　片道50km～55km        　    22,700円
　片道55km～60km        　    23,600円
　片道60km以上           　     24,500円

①参事　　 　50,000円
②課長　　   45,000円
③副参事    40,000円
④主幹　　   35,000円
⑤専門員　 30,000円

61,492円

1,760千円 291,000円

支給職員１人当たり

3,237

38

48

異なる内容

11,842千円 227,721円

（24年度決算）

円
祝日等において勤務を命ぜられた場合
に支給→勤務1時間当たりの給与額×
135%

休日勤務手当 同

3,136千円

千円

通勤手当

住居手当

①借家等住居者
　家賃に応じて月額27,000円以内

扶養手当

異

①配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　 13,000円
②配偶者以外の扶養親族  　  　　　      6,500円
　（配偶者なし1人目）　　　　　　　　  11,000円
③満16歳から満22歳までの子1人につき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,000円加算

同

同

管理職手当

との異同手　当　名 内容及び支給単価

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

支給実績国の制度と国の制度

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

4,025
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５　特別職の報酬等の状況（25年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

360,000

（参考）類似団体における最高／最低額

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

495,000

　　　　給料月額×在職月数月数×100分の35×100分の115　　　　　　　　　　　　　　任期毎　　　

給 料 月 額 等

193,000

145,500

850,000

675,000

議 員

420,000

700,000

退
職
手
当

　　（24年度支給割合）

2.95

　　（24年度支給割合）町 長

議 長

区 分

議 長

議 員

報

酬

副 議 長

550,000

町 長

副 町 長

177,000

給

料

247,000

期
末
手
当

副 町 長

収 入 役

町 長

164,900320,000

2.95

副 議 長

備　　　　考

300,000

205,000360,000

370,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（2)年齢別職員構成の状況（25年4月1日現在）

　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

職 員 数

生涯学習事業の減（△1）

前年度に育休取得職員を総務課付けにしていたものを、各課に配
置したため。（△2）

浄化槽市町村整備型事業を一部事務組合に移管したため（△1）
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9

16

～
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平成25年

15

6
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～

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成２２年４月１日～平成２７年４月１日における定員管理の数値目標

88 人 85 人 △ 3 人 △ 3.4 ％

（参考）長瀞町定員適正化計画の数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

―

―

―

―

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
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平成22年4月1日

数値目標

純減数 純減率

△3人

２５年 23年～27年

計

（参考）

17

　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

―

終　期
数値目標

9 9 9

△2

職員数

計画期間
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２年目 ３年目

△3

17
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２４年

増 減

公 営 企 業
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２３年

63
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職員数

増 減

職員数 8

△3

86 85
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17
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等 会 計

86計 86職員数 88

増 減 1

平成23年4月1日 平 成 27 年 3 月 21 日

増 減

平成27年4月1日

職員数 17

計画始期

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

２２年

8


